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文書検索技術 と判例データベース
文学部 石 川 幹 人
デジタル技術の進展に伴い、最 近では 多量の文書が
電子的に蓄積 され るよ うになって きた。こ うした電子
化文書の有効利用や再利川には、文書検索技術が不可
欠である。本報告では、判例デー タを例に取 り、文書
検索技術の現状 と展望 について述べ る。まず第1章 で、
この ところ発展がめ ざましい文書検 索ツールが持 ち合
わせ る諸機能について、個々 に概説する。続 いて第2
章で、日本における判例 デー タベースの現状 について、
とくに入手可能性の観点か ら概観す る。第3章 では、
知識情報処理技術 を導入 した、次世代の判例 データ検
索システムについて展望す る。
1.文 書検 索の諸機 能
1-1.代表語検索 と全文検索
従来の文書検索 というと、書誌事項や 見出 し語 を対
象 とした検索がほ とん どであ った。 これは、文書に付
された代表的な語 を、検索 キー ワー ドとマ ッチ ングす
ることによって所望の文書 を検索する ものである。 こ




語 で代表させ ることの困難さにある。限定 された語句
で代表 されれば必然的に、文書内容にあるにもかかわ
らず検索され ないとい う、いわゆる 「検索 もれ」を起
こすこ ととな る。
代 表語検 索に代 わって登場 したのは全 文検 索であ
る。全文検索は文書に現れるほ とんどすべての語句 を
切り出 し、辞書のような参照表 を形成す るこ とで、文
書に現れ るあ らゆる語句 と検索 キー ワー ドとのマ ッチ
ングを可能に した。全文検索は、検索のための見出し
語を作成する手間を省いた うえ、 もれのない網羅的な
検 索を実現 で きる。 と くに近年発達 して きたWWW




た くさん検索 されて しまう。た とえば、「京都」とい う
キーワー ドで 「東京都」 を含む文書がマ ッチングして
はならないし、「ス キー」で 「チャイコフスキー」が、




検索 された多数の文書を、重要 と推定 され る順に並
べて提示する機能が、ランキングである。検索 キーワー
ドをOR連 結で多数与えて全文検 索す ると、不要文書
が た くさん検索されて しまうこ とがある。 こうした と
き、検索 された文書がランキングされていると、ユー
ザの大 きな助けになる。 ランキ ングは、検索 キー ワー
ドに対 する文書の適合度評価ス コアで順序 づけ られ
る。適合度評価スコアは、基本的に検索キー ワー ドの
出現回数 で決定 され るが、検索文書の長 さや、検 索キーー
ワー ドの普遍性で調整 される[2]。文書が長ければ、
検索 キー ワー ドの出現回数が 多いのは当然であ るし、
また、普遍的に(頻 繁に)現 れ る検索キーワー ドの出
現回数が多 くなる傾向があるの も当然である。そ うし
た影響 を調整す る計算式等が開発 されている。
検索 キーワー ドの近接性 も、適合度評価スコアに反
映 され る仕 組みがあ るとなお 良い。複 数の検索 キー
ワー ドが近接 して出現するときは、それ らの間に関連
した意味がある とい うことである。なかには「検索キー
ワー ドXと検索 キーワー ドYとが20文字以上で近接 し
てい る文書」 といった指定が可能 な、検索 システム も
ある。
1-3.文脈表示
検 索された文書内で検索 キー ワー ドがどの ように使
われているか を表示するこ とで、ユーザは所望の文書
か どうか を素早 く判断できる。 なぜなら、 キーワー ド
前後の文脈か ら、該 当の キー ワー ドが期待 とは全 く
違 った意味 あいで使 われ ている不要文 書がす ぐわか
り、それを捨て ることが容易になるか らであ る。文脈
表示 を出現す るためには、検索キーワー ドの近傍の十
数 文字 を表示 した リ、検 索 キーワー ドを含 む文や フ
レー ズを判定 し、 それを切 り出 して表示 している。
語法研究のために使われるコンコー ダンサ 一ーは、検




検索 キー ワー ドには、同義語や異表記を もつ ものが
あり、その対応 をとらない と文書が検索できないこと
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がある。た とえば、「インター ・フェース」 と、「イン
ター フェース」 と、「インタフェース」などや、「りん
ご」 と、「リンゴ」 と、「林檎」 などがそれである。 こ
うした単語群は、それらをひとつのグループにした対
応表 を用意 し、 どの単語で検索がなされても他の単語
と同一・祝 する。す ると結果 として、同義語や異表記の
吸収を行 った検索が実現できる。
類義語についても、同様 な乎法で吸収が可能である。




検索キーワー ドでな く、文書その ものを、検索の手
がか りとして与えるこ とによ リ、関連文書 をマッチン
グさせ ることも可能である。 とくに、検索キ ーワー ド
か ら得 られた文書 を調べ、見つか ったひ とつの興味深
い文書を乎がか りに し、他に類似の文書がないか とい
う発想で、次の検索を行 うのが便利 である。 この機能
を関連性フィー ドバックとい う。
文 書同士のマ ッチングを実現するには、各文書に現
れ る代表的な語句を統計的に切 り出し、それ らの語句
が張るベ クトル空間を定義する。 そして、各文書につ
き各々が もつ代 表的な語 句のベ ク トル を形成 してお
く。す ると、文書同士の類似性 を、ベク トルの 内積を
計算す ることで、産出できる。 これをベ ク トル空間法
とい う[2]0
1-・6.関連キー ワー ド抽出




検索 キーワー ドを見いだす ときに便利である。 また、
検索キーワー ドをAND継 ぎ足 し、検索された多量の
文書 を絞 り込ん でい くときに も利用 できる。
2.判 例 デー タベ ー ス
わが国におけ る判例 データを備 えた最初の情報 シス
テムは、 日本電気が1968年に開発 したJUSTICEであ
る[4]。JUSTICEは、最高裁判所 の判例 をカタカナ
のキーワー ドで もって検 索す る機能 を もち、その後の
判例検索のパ イロッ トシステムとなった。1987年には、
梅本吉彦専修大学教授 を研究代表者 とするグループに
よリ、判例の本文全文 を格納 し、それ を検 索対象 とし
た交通災害判例検索 システムが開発 された[5]。同シ
ステムでは、ll立製作所のmTAC-Mシ リー ズ上 に交
通 災 害に冠 す る判 例 を格 納 し、検 索 ソ フ トウェア
ORIONを使って検索機能 を実現 した。
また、官公庁 では、1980年に総務庁(当 時の行政管
理庁)が 行政官庁の共同利用サー ビスの一貫 として、
法令判例検索 システムを開発 した[6]。判例 データに
ついては、現憲法下の判例の うち、判例集に記載の全
件を入力 しているが、裁判要旨のみで本文は入力され
ていない。通産省、建 設省、農水省等で も独 自に、各
省に関連す る法令判例デー タを整備し、 それ らに関 し
て も同様の検索サービスを確立している。 しか し、こ
れ らの官公庁 におけるサー ビスは、省庁外には開放 さ
れてはいない。
一般利用者向けの最初の実用 システムは、1984年に
東 洋情 報 シス テム が開 発 したJUPITERであ る。
JUPITERは最近 まで市 販 され ていたが、CD-ROM
による情報の廉価提供の流れに圧 されたためか、現在
では廃止 されている。現在の ところ、市販で手に入 る
電子化 された判例デーー タは、次に掲げた ものである。
(a)判例体系(第 一法規出版)
CD-ROM(Windows版)9枚に、現/旧 憲法下
の判例12万5千件 を収録。 うち約9万5千 件につい
ては本文(全 文:主 文 と事実 と理由)も 収録。文中






千件については本文(主 文 と理由のみ)も 収録。6
万語の辞書に基づ くインデ クス を対象 と した キー
ワー ド検 索。年2回 更新。NIFTY-serveのホーム
バー ティ 「判例 の達人」 で最新情報を随時提供。
(c)リー ガルベー ス(日 本法律情報センター)
CD-ROM(Windows版/Mac版)1枚に、現憲
法下の判例約9万2千 余件を収録。全作について本
文(必 要 とされる重要部分のみ)も 収録。完全一致
全文検索。ハー ドディスク等へのダウンロー ドに制









収録 されたもの。法令の各条文 につき、関連す る判
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判例データ入手先一覧表
(a) (b) (c) (d) (c) (f)
名 称 判例体系 判例MASTER リー ガ ル ベー ス 行政判例CD-ROM
模範六法
CD-ROM LEX/DB












































































LAN対 応 な し 検 索代行サー ビス有 り
例要 旨が約8千 件付記 されている。電子ブ ック用検
索ソフ トを利用。数年毎 に改版。
(f)LEX/DB(TKC)
(a)の判例体系 と同様のサー ビス内容 を、パ ゾコン
通信ネ ッ ト等からオンラインで提供。デー タは毎週
更新。検索代行 サー ビス も有 り。
以上 に示 した各々の判例 デー タベ ースの判例 件数
(拘束力 をもつ事例は最高裁判例 に限るなどの議論が
あるが、ここでの判例 とは単に全裁判例 を指すこ とと
す る)は 、例 えば特許庁 が提供 している出願公開特 許
の電子デー タ(平成6年 分 で年間35万件[7])に比べ、
極め て少 ない。 ところが、実際の民事 ・行政事件の裁
判例数[8]は 、平成6年 分 で年間240万件 であ り、平
成2年 の178万件 か ら4年 間で35%の伸 び を示 してい
る。 この裁判例数は、特許の出願数 に比べ1桁 多い。
すなわ ち、わが国におけ る判例の電子デー タは、特許
明細書の電子デー タの ように金件全文 は完備 されてい
ないの で あ る。一 方、米 国で は、LEXIS、JURIS、
WESTLAW等 の判例デー タベースシステムが、1970
年代か ら整備 されて きてお り、分野別の ライブラ リ化
や、オ ンラインによ る検索が実現 されてい る[9]。
LEXISは、1790年以降の約600万件 のデー タが収録 さ




こと、第2に 米国のよ うに先例拘束主義ではな く、大
陸系の成文法主義であるため、判例公開の要求が比較
的低いこ とが挙げ られ よう。その結果、現在、判例集
等によ り公刊 されている判例は、高裁 ・最高裁判例を
中心に年間2千 件程度に過 ぎない。先に揚げた各社の
判例デー タは、各々、公刊 された印刷文書に基づいて
手作業で入力 した ものである(要 旨、解説等の著作権
がある部分は、別途、各社独 自に作成 している)。
しか し、最近では、社会におけ る情報公開の要請が
高 まりつつある うえ、裁判実務 の情報化 の兆 しも現れ
ている[10]。個人情報の保護 が留意 されなが らも、多
くの判例が電子的に公開され るもの、そ う遠 くはない
将 来の とことであろ う。 また、わが国は成文法主義 を
とってい るといえ ども、 判例 は抽 象的法規範の具体化
や、法文に規定のなかった一般法理の定立、あるいは
社会の実 態に即 した法文の実質的修正などに積極的な
役割 を果 た している[11]。近年の ように、情報化・グ
ローバ ル化 とい う言葉で言い表 され るよ うに社会の変
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化が厳 しくなって くる と、判例の果たす役割 も一段 と
大 きくなって くる。 そのため、判例に関 する洩れのな
い調査 は、実務 において も、法学研究において も重要
な課題 とな り[12]、判例デー タの完備 とその円滑な検
索利用に対す る要求 は、以前に も増 して大 きくなるに
違いない。
3.知 識情 報処 理 を用 い た判 例 デ ー タ検 索
3-1.判例の高度検索:事 例ベース推論システム
判例 を扱 う知識情報処理 システムでは、過去の判例
を利用 した情報処理 を行 う必要上、類似判例 の高度な
検索 をする機能 を備 えている。代表的 な類似判例検索
の実現形態は、事例ベ ース推論[13]である。法的推
論 システムHELIC-II[14]は、事例ベース推論機 能
を装備 した本格的 な知 識情報処理 システムあ り、図1
の ように2つ の推論 エ ン ジン と法令 文 のルールベー
ス、判例の事例ベー ス、 そして概 念辞 書か らな る。
一般に判例文には、事件の概要 、双方の主張、裁 判
官の理由づけ と結論 等が書か れているが、IIELIC-¶
では、判例 の情報 を 「状況記述」 と 「事例ルール」 と
い う知識表現形式で表す。「状況記述」は図2上 のよ う
に、事件の概要 を、オブジェク トやそれ らの聞の時間
関係で記述 した ものである。オブジェ ク トは、人物、
行為、権利等 を、「概念 を表す述語」と「オブジェク ト
の識別子」 と 「そのオブジェク トに関する性質 を[属
性名=属 性 値]の対の リス ト」で表現 した ものであ る。
属性値 もオブ ジェク トとなる。 システム内部では、こ
の記述は、 オブジェ ク トをノー ドとし、属性(あ るい
は時間関係)を リンクした意味ネ ッ トワー クとして展
開 され る(図2下)。
「事例ルール」は、当事者双方の主張や裁判官の理
由づけ を 「～の条件 に適合す る → ～ と帰結す る」
の形式の ルールの集合 で表現 した もの である(図3
右)。「事例 ルール」には、事例解釈 ルール と法的判例
ルールがあ り、事 実解釈ルールは、事実関係か ら法的
概念を導 くもので、具体的な概念 を用 いて記述 され、
条件部 は類似性に基づ いて適合 され る。 それに対 し、
法的判断ルールは、ある法的概念か ら次の発展 した法
的概念 を導 くもの で、抽象的な概念で記述 され、変数
を含み、条件部は よ り完全な適合が要請 され る。法令
文ルールの形式 も法的判断ルー ル と同様 であるが、法
令文ルー ルの場合は、類似性は考慮 されず条件適合が
行われ る。裁判での論理展開は、「状況 記述」を開始点




を利用 して、「公共 の福祉 に反す る」などの抽象的な法
的概念に至 る主張を構成 し、列挙す ることにある。 こ
れは、新 しい事件の状況記述を手がか りに して、類似
事 例検索 と類似推 論構 築 の2つ の段 階 を経 て行 われ
る。類似事例検索では、新 しい事件 の状況 記述 と、判
例ベー スにある各判例の状 況記述 を比較す ることで、




















case(丙事 件,[meets〈運 転1,事 故1),
after(事故1,状 態1),...]).
自然 人(丙,[性=男,年 令=34]).
自然 人(山 田,[性=男,年 令=40]).
運 転(運 転1,[主 体=丙,対 象=自 動 車1]).







記述を構成す る意味ネッ トワー クの リン クを相互に照
合 し、照合が とれた数に よって行 う。各 リンクの照合
は、同一名の リンクの両端 のオブ ジェ ク トについて概
念辞書 を参照 し、そこに書かれている概念体系の階層
構造において、許容 され る距離内で上位概 念を共有す
る場合は、照合 と判定す る。一般用語の概 念辞書は電
子化辞書[16]様の形式 を使用 してお り、それに法律
用語の概 念体 系を付加 している。
続いて類似論理構築 では、選定 された各判例の事例
ルールにつ き、新 しい事例 の状況記述 と類似性に基づ
く条件適合 を行 い、法的概念の仮設 を生成する。生成
された法的概念は、 また他 の事例 ルールに より、次の
法的概念が仮設される。類似性に基づ く条件適合は、
事例ルールの条件部に現れる記述 と、新 しい事件の状
況記述 とを比較 し、 リンク単位で照合 した うえで条件
部全体で適合 を判定す ることでなされ る。 リン ク単位
の照合は、類似事例検索 と同様に概念辞書 を参照 して
行 う。条件部全体の適合判定は、条件部の記述にあ ら
かじめ付与 してある重要度の重みに依存す る。重みの
うちexactが付 されている リンクは、その リン クが照
合 しない限 り条件適合は なされない。重み には他 に
important(imp)とtrivialがあ り、それが付 され リン
クについては概念辞書中の階層距離に対応 した重みづ
けをした うえで、条件部全体の類似度 を積和計算する。
その類似度が設定 した値 を越 えたならば条件適合 がな
される。結果 として、あ るノー ドにおいて概念辞書中
で上位概 念を共有 してな くとも、意味ネッ トワー ク上




例とを利用 し、新 しい事件に対 する法的判断例 とその






極め て多くの判例件数にわた り、いちいち 「状況
記述」や 「事例ルール」を書 き下 していては、シス
テム開発者の作業が膨大 とな ってしまう。
② 辞書更新の問題
増加 す る判例 に応 じて必要 となる概 念辞書 の整








結果 として得 られた理 由づけ を出力す るにあた
り、「事例ルール」の条件適合連鎖 をそのままの形式
で表示 して も、 システムの使用者は容易 には理解で
きない。
上述の諸問題 を解決するには、 自然言語の原文 レベ
ルでの処理 を拡張する必要がある。 そこで、各知識表
現形式に添えてそれが由来す る部分原文 を保持 し、そ
の部分原文 を処理 すべ き判例 原文に対 して照合 し、改
定 した知 識表現形式を、対応す る知識表現形式に基づ
いて生成す る。詳述すれば、次の3段 階で対処す る。
第1段 階 では、代表的な判例について、 これまでと
同様 にシステム開発者が手作業 で事例ルール を作成す
る(図3)。その うえで、対応す る原文 もデ一一タ蓄積す
る。例 えば、図3右 の事例ルールに対 して、図3左 の
部分原文 データを対応づけて格納する。状況記述の作
成 も同様 に手作業で行 い、対応部分 原文 とともに格納
す る。ただ し、事例ルールの条件部に出現 しないよう




おける語句の使用形態や 言い回 しは、 自然言語一般に




較的定型性が高し㌔ そこで、あらか じめ手作業で切 り
出 した部分原文 と対応事例ルール とを手掛か りにすれ
ば、改訂事例ルール を生成す る程度の言語処理は可能
と思われる。例えば、処理すべ き判例原文に図4左 の
ような記載があった場合、図3左 の部分原文 と照合 し、
図4右 の事例ルールが生成で きよう。照合は文法構造
におけ る語句の対応づ け(テ ンプ レー トマ ッチングに
ついてはMUCの 成果 がある[20])、前述 と同様の類
似性判定 く重みづけ・と概念辞書による)によって行 う。
例えば、「因果関係」「暴行」は両原文で合致す るが、
図3左 の 「逃元日 は、図4左 では 「逃れ」「逃げ」となっ
てい る。概 念辞書 を参照 して当該部分の照合 を行 い、
図3右 の 「逃走」の部分を入れ換 える。 また、図4上
では因果関係の原因 と結果の順番が入れ替 わってい る






篭 繰 麗裳;、蒜欝 欝 柔し曇[〉
ものであるか ら、被告人等の暴行 と栗原の死亡 と





暴 行(暴 行1,[主 体 ・被告 人,客 体 ・栗 原]/exact),
畏 怖(恐 れ1,[主体 ・栗原,客 体 ・被告 人]/ilnp),
避 難i(逃走1,[主 体 ・栗原,対 象・江戸Jll]/exact),
追 跡(追 跡1,[主 体 ・被告 人,客 体 ・栗原]/imp),
死 亡(溺 死1,[主 体 ・栗原]/exact)s
-一〉 因果関 係(関 係1 ,[原因・暴行1,結=果・溺死1])).
「前述の とお り同人は被告人に追われて止むを得









暴行(暴 行1,[主 体 ・被告 人,客体 ・同 人]/exact),
⇒ 避 難(逃 れ1,[主体 ・同人,対 象=不安 定 な場所]/exact),
追 跡(追 う1,[主体 ・被告 人,客体 ・同人]/imp),
死 亡(転 落1,[主 体 ・同 人]ノexact),




際後頭部上部正中を打撲 した とすれば被告人 らの
加 えた暴行 と前掲打撲傷に基づ く死亡 との間には





⇒ 暴 行(暴 行1,[主 体 ・被 告人,客 体 ・被害 者]/exact),避 難(逃 げ1,[主体 ・被 害者,対 象 ・池]/exact),
死亡(打 撲1,[主 体 ・被 害・者]/exact),
一一〉因果 関係(関 係1 ,[原因・暴行1,結 果 ・打撲1]))、
事例ルールの自動生成
生成 できない ものの、 この方法 で条件部に変更 を加え
た改訂事例ルールが生成で きる。事例 ルールの生成が
行 われたならば、それに関連す る状況記述 も、格納 し
てある状況記述 と、それに対応する部分原文 とを手掛
か りにして同様に生成が可能であろう。 ただ し、状況
記述に関す る記載は定型性が低いので、照合における
類似性判定の許容度合 を大 きく下げる必要があ る。
第2段 階 までで、多数の判例 にわたって知識表現の
形式になったデー タが揃 う(判例記述問題の解決)。似
たような事例ルールが多 く蓄積 されて同様に照合が発
生す るとい う問題が起 こ りかねないが、似た事例 ルー
ル をまとめあげて統計的 な主張 の強 さに還 元 させれ
ば、かえって有効 に活用で きるだろう。 また、改訂事
例ルール と、元の事例ルール とを比較することで、概
念辞書の更新 も行えるe例 えば、図4右 の 「転落」が
概念辞書中になか ったとして も、図3右 の 「溺死」 と




第3段 階では、新 しい事件の状況記述 を生成する。
新事件についてはシステムの使用者が新規に入力す る
の で、散文調 になるこ ともあ り、文法的 な解析の可能
性はあま り期待で きない。だか ら、判例データに蓄 え
られている状況記述 と語句 レベルの粗い照合を して、
新事件の状況 記述を生成す るとよいだろう。新事件 の
事 実関係が網羅的に入力 され ることも、同様に期待で
きないの で、比較的 多 くの状況記述 が照合 す る事例
ルールの条件部に関 しては、残 りの照合 しない状況記
述 をも新事件の状況記述 として仮設する等の、特別 な
対処 も必要であろ う。その結果、HELIC-Ilの推論処理
が、新事件についての処理 とい うよ りは、新事件と類




は、事例 ルールの条件適合連鎖 をそのまま表示す るの




以上では、事 例ベー スを用いた高度検索 と、事例ベー
ス構築法の改良に向けた展望 を、判例 デー タを例 に挙
げて具体 的に述べた。こうした文書検索技術の骨格は、
単に判例デー タだけでな く、半定型の文書 が多量 に格
納された文書データベースの構築お よび高度 な検索利
用に、広 く適用可能である。
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